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構成案（雛形）

１　構成案

生産工学概論

以下続く・・・
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２　著作物使用許諾申込書雛形
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３　著作物使用許諾申込書の記載例
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４　著作物使用許諾申込書の記入上の注意事項
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５　出版社に対する依頼文の例
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６　文化庁により提供されている「著作権Ｑ＆Ａ」ホームページ

①　ホームページアドレス（2006年2月23日現在の内容です）

http://bushclover.nime.ac.jp/c-edu/
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付録図－１　「著作権Ｑ＆Ａ」ホームページより引用



７　文化庁により提供されている支援システム

①　ホームページアドレス（2006年2月23日現在の内容です）

http://www.bunka.go.jp/1tyosaku/csystem.html
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付録図－２　著作権契約書作成支援システムのホームページより引用



②　作成できる契約書の種類について

③　作成された契約書例（既存の原稿やイラスト、写真などの利用許諾例）
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付録図－３　著作権契約書作成支援システムで作成できる種類

付録図－４　著作権契約書作成支援システムで作成した契約書例



８　文化庁により提供されている「著作権テキスト」～初めて学ぶ人のために～

ホームページアドレス（2006年2月23日現在の内容です）

http://www.bunka.go.jp/1tyosaku/frame.asp{0fl=list&id=1000002923&clc=10000

00081{9.html

ＰＤＦとして提供されています。
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付録図－５　「著作権テキスト」の表紙より引用



９　日本弁理士会近畿支部により提供されている「知財Ｑ＆Ａ」の例

ホームページアドレス（2006年2月23日現在の内容です）

http://www.kjpaa.jp/
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付録図－６　「知財Ｑ＆Ａ」の画面より引用



10 知的財産権に関する最高裁の判例提供ホームページ

ホームページアドレス（2006年2月23日現在の内容です）

http://courtdomino2.courts.go.jp/chizai.nsf/$Help
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付録図－７　「知的財産権裁判例集」の画面より引用



著作権法（抄）

第一章　総則

第一節　通則

（目的）

第一条　この法律は、著作物並びに実演、レコード、放送及び有線放送に関し著作者

の権利及びこれに隣接する権利を定め、これらの文化的所産の公正な利用に留意し

つつ、著作者等の権利の保護を図り、もって文化の発展に寄与することを目的とす

る。

（定義）

第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

一　著作物 思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、美術又

は音楽の範囲に属するものをいう。

二　著作者 著作物を創作する者をいう。

七の二　公衆送信　公衆によって直接受信されることを目的として無線通信又は有

線電気通信の送信（有線電気通信設備で、その一の部分の設置の場所が他の部

分の設置の場所と同一の構内（その構内が二以上の者の占有に属している場合

には、同一の者の占有に属する区域内）にあるものによる送信（プログラムの

著作物の送信を除く。）を除く。）を行うことをいう。

八　放送 公衆送信のうち、公衆によって同一の内容の送信が同時に受信されるこ

とを目的として行う無線通信の送信をいう。

九の二　有線放送 公衆送信のうち、公衆によって同一の内容の送信が同時に受信

されることを目的として行う有線電気通信の送信をいう。

九の四　自動公衆送信 公衆送信のうち、公衆からの求めに応じ自動的に行うもの

（放送又は有線放送に該当するものを除く。）をいう。

九の五　送信可能化 次のいずれかに掲げる行為により自動公衆送信し得るように

することをいう。

イ　公衆の用に供されている電気通信回線に接続している自動公衆送信装置（公

衆の用に供する電気通信回線に接続することにより、その記録媒体のうち自

動公衆送信の用に供する部分（以下この号において「公衆送信用記録媒体」

という。）に記録され、又は当該装置に入力される情報を自動公衆送信する

機能を有する装置をいう。以下同じ。）の公衆送信用記録媒体に情報を記録

し、情報が記録された記録媒体を当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒
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体として加え、若しくは情報が記録された記録媒体を当該自動公衆送信装置

の公衆送信用記録媒体に変換し、又は当該自動公衆送信装置に情報を入力す

ること。

ロ　その公衆送信用記録媒体に情報が記録され、又は当該自動公衆送信装置に情

報が入力されている自動公衆送信装置について、公衆の用に供されている電

気通信回線への接続（配線、自動公衆送信装置の始動、送受信用プログラム

の起動その他の一連の行為により行われる場合には、当該一連の行為のうち

最後のものをいう。）を行うこと。

十の二　プログラム 電子計算機を機能させて一の結果を得ることができるように

これに対する指令を組み合わせたものとして表現したものをいう。

十の三　データベース 論文、数値、図形その他の情報の集合物であって、それら

の情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したも

のをいう。

十一 二次的著作物 著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映

画化し、その他翻案することにより創作した著作物をいう。

十二 共同著作物 二人以上の者が共同して創作した著作物であって、その各人の

寄与を分離して個別的に利用することができないものをいう。

十三　録音 音を物に固定し、又はその固定物を増製することをいう。

十四　録画 影像を連続して物に固定し、又はその固定物を増製することをいう。

十五 複製 印刷、写真、複写、録音、録画その他の方法により有形的に再製する

ことをいい、次に掲げるものについては、それぞれ次に掲げる行為を含むもの

とする。

イ　脚本その他これに類する演劇用の著作物 当該著作物の上演、放送又は有線

放送を録音し、又は録画すること。

ロ　建築の著作物 建築に関する図面に従って建築物を完成すること。

十九 頒布 有償であるか又は無償であるかを問わず、複製物を公衆に譲渡し、又

は貸与することをいい、映画の著作物又は映画の著作物において複製されてい

る著作物にあっては、これらの著作物を公衆に提示することを目的として当該

映画の著作物の複製物を譲渡し、又は貸与することを含むものとする。

5 この法律にいう「公衆」には、特定かつ多数の者を含むものとする。

8 この法律にいう「貸与」には、いずれの名義又は方法をもってするかを問わず、

これと同様の使用の権原を取得させる行為を含むものとする。

第二節　適用範囲

（保護を受ける著作物）
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第六条　著作物は、次の各号のいずれかに該当するものに限り、この法律による保護

を受ける。

一　日本国民（わが国の法令に基づいて設立された法人及び国内に主たる事務所を

有する法人を含む。以下同じ。）の著作物

二　最初に国内において発行された著作物（最初に国外において発行されたが、そ

の発行の日から三十日以内に国内において発行されたものを含む。）

三　前二号に掲げるもののほか、条約によりわが国が保護の義務を負う著作物

第二章　著作者の権利

第一節　著作物

（著作物の例示）

第十条　この法律にいう著作物を例示すると、おおむね次のとおりである。

一　小説、脚本、論文、講演その他の言語の著作物

二　音楽の著作物

三　舞踊又は無言劇の著作物

四　絵画、版画、彫刻その他の美術の著作物

五　建築の著作物

六　地図又は学術的な性質を有する図面、図表、模型その他の図形の著作物

七　映画の著作物

八　写真の著作物

九　プログラムの著作物

2 事実の伝達にすぎない雑報及び時事の報道は、前項第一号に掲げる著作物に該

当しない。

3 第一項第九号に掲げる著作物に対するこの法律による保護は、その著作物を作

成するために用いるプログラム言語、規約及び解法に及ばない。この場合におい

て、これらの用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

一　プログラム言語 プログラムを表現する手段としての文字その他の記号及びそ

の体系をいう。

二　規約 特定のプログラムにおける前号のプログラム言語の用法についての特別

の約束をいう。

三　解法 プログラムにおける電子計算機に対する指令の組合せの方法をいう。

（昭六〇法六二・１項九号３項追加）

（二次的著作物）

第十一条　二次的著作物に対するこの法律による保護は、その原著作物の著作者の権

利に影響を及ぼさない。
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（編集著作物）

第十二条　編集物（データベースに該当するものを除く。以下同じ。）でその素材の

選択又は配列によって創作性を有するものは、著作物として保護する。

2 前項の規定は、同項の編集物の部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を

及ぼさない。

（データベースの著作物）

第十二条の二　データベースでその情報の選択又は体系的な構成によって創作性を有

するものは、著作物として保護する。

2 前項の規定は、同項のデータベースの部分を構成する著作物の著作者の権利に

影響を及ぼさない。

（権利の目的とならない著作物）

第十三条　次の各号のいずれかに該当する著作物は、この章の規定による権利の目的

となることができない。

一　憲法その他の法令

二　国若しくは地方公共団体の機関、独立行政法人（独立行政法人通則法＜平成十

一年法律第百三号＞第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）

又は地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第

二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）が発する告示、

訓令、通達その他これらに類するもの

三　裁判所の判決、決定、命令及び審判並びに行政庁の裁決及び決定で裁判に準ず

る手続により行われるもの

四　前三号に掲げるものの翻訳物及び編集物で、国若しくは地方公共団体の機関、

独立行政法人又は地方独立行政法人が作成するもの

第二節　著作者

（著作者の推定）

第十四条　著作物の原作品に、又は著作物の公衆への提供若しくは提示の際に、その

氏名若しくは名称（以下「実名」という。）又はその雅号、筆名、略称その他実名

に代えて用いられるもの（以下「変名」という。）として周知のものが著作者名と

して通常の方法により表示されている者は、その著作物の著作者と推定する。

（職務上作成する著作物の著作者）

第十五条　法人その他使用者（以下この条において「法人等」という。）の発意に基

づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作物（プログラムの著作物

を除く。）で、その法人等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は、そ

の作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法人等と

する。
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2 法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログ

ラムの著作物の著作者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の

定めがない限り、その法人等とする。

第三節　権利の内容

第一款　総則

（著作者の権利）

第十七条　著作者は、次条第一項、第十九条第一項及び第二十条第一項に規定する権

利（以下「著作者人格権」という。）並びに第二十一条から第二十八条までに規定

する権利（以下「著作権」という。）を享有する。

2 著作者人格権及び著作権の享有には、いかなる方式の履行をも要しない。

第二款　著作者人格権

（公表権）

第十八条　著作者は、その著作物でまだ公表されていないもの（その同意を得ないで

公表された著作物を含む。以下この条において同じ。）を公衆に提供し、又は提示

する権利を有する。当該著作物を原著作物とする二次的著作物についても、同様と

する。

2 著作者は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる行為について同意し

たものと推定する。

一　その著作物でまだ公表されていないものの著作権を譲渡した場合　当該著作物

をその著作権の行使により公衆に提供し、又は提示すること。

二　その美術の著作物又は写真の著作物でまだ公表されていないものの原作品を譲

渡した場合 これらの著作物をその原作品による展示の方法で公衆に提示する

こと。

三　第二十九条の規定によりその映画の著作物の著作権が映画製作者に帰属した場

合 当該著作物をその著作権の行使により公衆に提供し、又は提示すること。

（氏名表示権）

第十九条　著作者は、その著作物の原作品に、又はその著作物の公衆への提供若しく

は提示に際し、その実名若しくは変名を著作者名として表示し、又は著作者名を表

示しないこととする権利を有する。その著作物を原著作物とする二次的著作物の公

衆への提供又は提示に際しての原著作物の著作者名の表示についても、同様とする

2 著作物を利用する者は、その著作者の別段の意思表示がない限り、その著作物

につきすでに著作者が表示しているところに従って著作者名を表示することがで

きる。

3 著作者名の表示は、著作物の利用の目的及び態様に照らし著作者が創作者であ
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ることを主張する利益を害するおそれがないと認められるときは、公正な慣行に

反しない限り、省略することができる。

（同一性保持権）

第二十条　著作者は、その著作物及びその題号の同一性を保持する権利を有し、その

意に反してこれらの変更、切除その他の改変を受けないものとする。

2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する改変については、適用しない。

一　第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三十三条の

二第一項又は第三十四条第一項の規定により著作物を利用する場合における用

字又は用語の変更その他の改変で、学校教育の目的上やむを得ないと認められ

るもの

二　建築物の増築、改築、修繕又は模様替えによる改変

三　特定の電子計算機においては利用し得ないプログラムの著作物を当該電子計算

機において利用し得るようにするため、又はプログラムの著作物を電子計算機

においてより効果的に利用し得るようにするために必要な改変

四　前三号に掲げるもののほか、著作物の性質並びにその利用の目的及び態様に照

らしやむを得ないと認められる改変

第三款　著作権に含まれる権利の種類

（複製権）

第二十一条　著作者は、その著作物を複製する権利を専有する。

（公衆送信権等）

第二十三条　著作者は、その著作物について、公衆送信（自動公衆送信の場合にあっ

ては、送信可能化を含む。）を行う権利を専有する。

2 著作者は、公衆送信されるその著作物を受信装置を用いて公に伝達する権利を

専有する。

（展示権）

第二十五条　著作者は、その美術の著作物又はまだ発行されていない写真の著作物を

これらの原作品により公に展示する権利を専有する。

（頒布権）

第二十六条　著作者は、その映画の著作物をその複製物により頒布する権利を専有す

る。

2 著作者は、映画の著作物において複製されているその著作物を当該映画の著作

物の複製物により頒布する権利を専有する。

（譲渡権）

第二十六条の二　著作者は、その著作物（映画の著作物を除く。以下この条において
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同じ。）をその原作品又は複製物（映画の著作物において複製されている著作物に

あっては、当該映画の著作物の複製物を除く。以下この条において同じ。）の譲渡

により公衆に提供する権利を専有する。

2 前項の規定は、著作物の原作品又は複製物で次の各号のいずれかに該当するも

のの譲渡による場合には、適用しない。

一　前項に規定する権利を有する者又はその許諾を得た者により公衆に譲渡された

著作物の原作品又は複製物

二　第六十七条第一項若しくは第六十九条の規定による裁定又は万国著作権条約の

実施に伴う著作権法の特例に関する法律（昭和三十一年法律第八十六号）第五

条第一項の規定による許可を受けて公衆に譲渡された著作物の複製物

三　前項に規定する権利を有する者又はその承諾を得た者により特定かつ少数の者

に譲渡された著作物の原作品又は複製物

四　国外において、前項に規定する権利に相当する権利を害することなく、又は同

項に規定する権利に相当する権利を有する者若しくはその承諾を得た者により

譲渡された著作物の原作品又は複製物

（貸与権）

第二十六条の三　著作者は、その著作物（映画の著作物を除く。）をその複製物（映

画の著作物において複製されている著作物にあっては、当該映画の著作物の複製物

を除く。）の貸与により公衆に提供する権利を専有する。

（翻訳権、翻案権等）

第二十七条　著作者は、その著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、

映画化し、その他翻案する権利を専有する。

（二次的著作物の利用に関する原著作者の権利）

第二十八条　二次的著作物の原著作物の著作者は、当該二次的著作物の利用に関し、

この款に規定する権利で当該二次的著作物の著作者が有するものと同一の種類の権

利を専有する。

第五款　著作権の制限

（私的使用のための複製）

第三十条　著作権の目的となっている著作物（以下この款において単に「著作物」と

いう。）は、個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内において使用

すること（以下「私的使用」という。）を目的とするときは、次に掲げる場合を除

き、その使用する者が複製することができる。

一　公衆の使用に供することを目的として設置されている自動複製機器（複製の機

能を有し、これに関する装置の全部又は主要な部分が自動化されている機器を
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いう。）を用いて複製する場合

二　技術的保護手段の回避（技術的保護手段に用いられている信号の除去又は改変

（記録又は送信の方式の変換に伴う技術的な制約による除去又は改変を除く。）

を行うことにより、当該技術的保護手段によって防止される行為を可能とし、

又は当該技術的保護手段によって抑止される行為の結果に障害を生じないよう

にすることをいう。第百二十条の二第一号及び第二号において同じ。）により

可能となり、又はその結果に障害が生じないようになった複製を、その事実を

知りながら行う場合

2 私的使用を目的として、デジタル方式の録音又は録画の機能を有する機器（放

送の業務のための特別の性能その他の私的使用に通常供されない特別の性能を有

するもの及び録音機能付きの電話機その他の本来の機能に附属する機能として録

音又は録画の機能を有するものを除く。）であつて政令で定めるものにより、当該

機器によるデジタル方式の録音又は録画の用に供される記録媒体であって政令で

定めるものに録音又は録画を行う者は、相当な額の補償金を著作権者に支払わな

ければならない。

（引用）

第三十二条　公表された著作物は、引用して利用することができる。この場合におい

て、その引用は、公正な慣行に合致するものであり、かつ、報道、批評、研究その

他の引用の目的上正当な範囲内で行なわれるものでなければならない。

2 国若しくは地方公共団体の機関、独立行政法人又は地方独立行政法人が一般に

周知させることを目的として作成し、その著作の名義の下に公表する広報資料、

調査統計資料、報告書その他これらに類する著作物は、説明の材料として新聞紙、

雑誌その他の刊行物に転載することができる。ただし、これを禁止する旨の表示

がある場合は、この限りでない。

（教科用図書等への掲載）

第三十三条　公表された著作物は、学校教育の目的上必要と認められる限度において、

教科用図書（小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校その他これらに準ずる学

校における教育の用に供される児童用又は生徒用の図書であって、文部科学大臣の

検定を経たもの又は文部科学省が著作の名義を有するものをいう。次条において同

じ。）に掲載することができる。

2 前項の規定により著作物を教科用図書に掲載する者は、その旨を著作者に通知

するとともに、同項の規定の趣旨、著作物の種類及び用途、通常の使用料の額そ

の他の事情を考慮して文化庁長官が毎年定める額の補償金を著作権者に支払わな

ければならない。

3 文化庁長官は、前項の定めをしたときは、これを官報で告示する。
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4 前三項の規定は、高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）の通信教育用学

習図書及び第一項の教科用図書に係る教師用指導書（当該教科用図書を発行する

者の発行に係るものに限る。）への著作物の掲載について準用する。

（教科用拡大図書等の作成のための複製）

第三十三条の二　教科用図書に掲載された著作物は、弱視の児童又は生徒の学習の用

に供するため、当該教科用図書に用いられている文字、図形等を拡大して複製する

ことができる。

2 前項の規定により文字、図形等を拡大して複製する教科用の図書（当該教科用

図書に掲載された著作物の全部又は相当部分を複製するものに限る。以下この項

において「教科用拡大図書」という。）を作成しようとする者は、あらかじめ当該

教科用図書を発行する者にその旨を通知するとともに、営利を目的として当該教

科用拡大図書を頒布する場合にあっては、前条第二項に規定する補償金の額に準

じて文化庁長官が毎年定める額の補償金を当該著作物の著作権者に支払わなけれ

ばならない。

3 文化庁長官は、前項の定めをしたときは、これを官報で告示する。

（学校教育番組の放送等）

第三十四条　公表された著作物は、学校教育の目的上必要と認められる限度において、

学校教育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠した学校向けの放送番組又は

有線放送番組において放送し、又は有線放送し、及び当該放送番組用又は有線放送

番組用の教材に掲載することができる。

2 前項の規定により著作物を利用する者は、その旨を著作者に通知するとともに、

相当な額の補償金を著作権者に支払わなければならない。

（学校その他の教育機関における複製等）

第三十五条　学校その他の教育機関※１（営利を目的として設置されているものを除

く。）において教育を担任する者及び授業を受ける者は、その授業の過程における

使用に供することを目的とする場合には、必要と認められる限度において、公表さ

れた著作物を複製することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びにそ

の複製の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、

この限りでない。

2 公表された著作物については、前項の教育機関における授業の過程において、

当該授業を直接受ける者に対して当該著作物をその原作品若しくは複製物を提供

し、若しくは提示して利用する場合又は当該著作物を第三十八条第一項の規定に

より上演し、演奏し、上映し、若しくは口述して利用する場合には、当該授業が

行われる場所以外の場所において当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信

（自動公衆送信の場合にあっては、送信可能化を含む。）を行うことができる。た
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だし、当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の

利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。

（試験問題としての複製等）

第三十六条　公表された著作物については、入学試験その他人の学識技能に関する試

験又は検定の目的上必要と認められる限度において、当該試験又は検定の問題とし

て複製し、又は公衆送信（放送又は有線放送を除き、自動公衆送信の場合にあって

は送信可能化を含む。次項において同じ。）を行うことができる。ただし、当該著

作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害

することとなる場合は、この限りでない。

2 営利を目的として前項の複製又は公衆送信を行う者は、通常の使用料の額に相

当する額の補償金を著作権者に支払わなければならない。

（プログラムの著作物の複製物の所有者による複製等）

第四十七条の二　プログラムの著作物の複製物の所有者は、自ら当該著作物を電子計

算機において利用するために必要と認められる限度において、当該著作物の複製又

は翻案（これにより創作した二次的著作物の複製を含む。）をすることができる。

ただし、当該利用に係る複製物の使用につき、第百十三条第二項の規定が適用され

る場合は、この限りでない。

2 前項の複製物の所有者が当該複製物（同項の規定により作成された複製物を含

む。）のいずれかについて滅失以外の事由により所有権を有しなくなつた後には、

その者は、当該著作権者の別段の意思表示がない限り、その他の複製物を保存し

てはならない。

（複製権の制限により作成された複製物の譲渡）

第四十七条の三　第三十一条第一号、第三十二条、第三十三条第一項（同条第四項に

おいて準用する場合を含む。）、第三十三条の二第一項、第三十四条第一項、第三十

五条第一項、第三十六条第一項、第三十七条第一項若しくは第二項、第三十九条第

一項、第四十条第一項若しくは第二項、第四十一条、第四十二条、第四十二条の二、

第四十六条又は第四十七条の規定により複製することができる著作物は、これらの

規定の適用を受けて作成された複製物（第三十一条第一号、第三十五条第一項、第

三十六条第一項又は第四十二条の規定に係る場合にあっては、映画の著作物の複製

物（映画の著作物において複製されている著作物にあっては、当該映画の著作物の

複製物を含む。以下この条において同じ。）を除く。）の譲渡により公衆に提供する

ことができる。ただし、第三十一条第一号、第三十三条の二第一項、第三十五条第

一項、第四十一条、第四十二条又は第四十二条の二の規定の適用を受けて作成され

た著作物の複製物（第三十一条第一号、第三十五条第一項又は第四十二条の規定に

係る場合にあっては、映画の著作物の複製物を除く。）を、第三十一条第一号、第
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三十三条の二第一項、第三十五条第一項、第四十一条、第四十二条又は第四十二条

の二に定める目的以外の目的のために公衆に譲渡する場合は、この限りでない。

（出所の明示）

第四十八条　次の各号に掲げる場合には、当該各号に規定する著作物の出所を、その

複製又は利用の態様に応じ合理的と認められる方法及び程度により、明示しなけれ

ばならない。

一　第三十二条、第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、

第三十三条の二第一項、第三十七条第一項若しくは第三項、第四十二条又は第

四十七条の規定により著作物を複製する場合

二　第三十四条第一項、第三十七条の二、第三十九条第一項又は第四十条第一項若

しくは第二項の規定により著作物を利用する場合

三　第三十二条の規定により著作物を複製以外の方法により利用する場合又は第三

十五条、第三十六条第一項、第三十八条第一項、第四十一条若しくは第四十六

条の規定により著作物を利用する場合において、その出所を明示する慣行があ

るとき。

2 前項の出所の明示に当たっては、これに伴い著作者名が明らかになる場合及び

当該著作物が無名のものである場合を除き、当該著作物につき表示されている著

作者名を示さなければならない。

3 第四十三条の規定により著作物を翻訳し、編曲し、変形し、又は翻案して利用

する場合には、前二項の規定の例により、その著作物の出所を明示しなければな

らない。

（複製物の目的外使用等）

第四十九条　次に掲げる者は、第二十一条の複製を行つたものとみなす。

一　第三十条第一項、第三十一条第一号、第三十三条の二第一項、第三十五条第一

項、第三十七条第三項、第四十一条から第四十二条の二まで又は第四十四条第

一項若しくは第二項に定める目的以外の目的のために、これらの規定の適用を

受けて作成された著作物の複製物を頒布し、又は当該複製物によって当該著作

物を公衆に提示した者

二　第四十四条第三項の規定に違反して同項の録音物又は録画物を保存した放送事

業者又は有線放送事業者

三　第四十七条の二第一項の規定の適用を受けて作成された著作物の複製物（次項

第二号の複製物に該当するものを除く。）を頒布し、又は当該複製物によって

当該著作物を公衆に提示した者

四　第四十七条の二第二項の規定に違反して同項の複製物（次項第二号の複製物に

該当するものを除く。）を保存した者
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2 次に掲げる者は、当該二次的著作物の原著作物につき第二十七条の翻訳、編曲、

変形又は翻案を行つたものとみなす。

一　第三十条第一項、第三十一条第一号、第三十五条、第三十七条第三項、第四十

一条又は第四十二条に定める目的以外の目的のために、第四十三条の規定の適

用を受けて同条第一号若しくは第二号に掲げるこれらの規定に従い作成された

二次的著作物の複製物を頒布し、又は当該複製物によって当該二次的著作物を

公衆に提示した者

二　第四十七条の二第一項の規定の適用を受けて作成された二次的著作物の複製物

を頒布し、又は当該複製物によって当該二次的著作物を公衆に提示した者

三　第四十七条の二第二項の規定に違反して前号の複製物を保存した者

第四節　保護期間

（保護期間の原則）

第五十一条　著作権の存続期間は、著作物の創作の時に始まる。

2 著作権は、この節に別段の定めがある場合を除き、著作者の死後（共同著作物

にあっては、最終に死亡した著作者の死後。次条第一項において同じ。）五十年を

経過するまでの間、存続する。

（無名又は変名の著作物の保護期間）

第五十二条　無名又は変名の著作物の著作権は、その著作物の公表後五十年を経過す

るまでの間、存続する。ただし、その存続期間の満了前にその著作者の死後五十年

を経過していると認められる無名又は変名の著作物の著作権は、その著作者の死後

五十年を経過したと認められる時において、消滅したものとする。

2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。

一　変名の著作物における著作者の変名がその者のものとして周知のものであると

き。

二　前項の期間内に第七十五条第一項の実名の登録があつたとき。

三　著作者が前項の期間内にその実名又は周知の変名を著作者名として表示してそ

の著作物を公表したとき。

（団体名義の著作物の保護期間）

第五十三条　法人その他の団体が著作の名義を有する著作物の著作権は、その著作物

の公表後五十年（その著作物がその創作後五十年以内に公表されなかつたときは、

その創作後五十年）を経過するまでの間、存続する。

2 前項の規定は、法人その他の団体が著作の名義を有する著作物の著作者である

個人が同項の期間内にその実名又は周知の変名を著作者名として表示してその著

作物を公表したときは、適用しない。
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3 第十五条第二項の規定により法人その他の団体が著作者である著作物の著作権

の存続期間に関しては、第一項の著作物に該当する著作物以外の著作物について

も、当該団体が著作の名義を有するものとみなして同項の規定を適用する。

（映画の著作物の保護期間）

第五十四条　映画の著作物の著作権は、その著作物の公表後七十年（その著作物がそ

の創作後七十年以内に公表されなかつたときは、その創作後七十年）を経過するま

での間、存続する。

2 映画の著作物の著作権がその存続期間の満了により消滅したときは、当該映画

の著作物の利用に関するその原著作物の著作権は、当該映画の著作物の著作権と

ともに消滅したものとする。

3 前二条の規定は、映画の著作物の著作権については、適用しない。

（保護期間の計算方法）

第五十七条　第五十一条第二項、第五十二条第一項、第五十三条第一項又は第五十四

条第一項の場合において、著作者の死後五十年、著作物の公表後五十年若しくは創

作後五十年又は著作物の公表後七十年若しくは創作後七十年の期間の終期を計算す

るときは、著作者が死亡した日又は著作物が公表され若しくは創作された日のそれ

ぞれ属する年の翌年から起算する。

第五節　著作者人格権の一身専属性等

（著作者人格権の一身専属性）

第五十九条　著作者人格権は、著作者の一身に専属し、譲渡することができない。

（著作者が存しなくなった後における人格的利益の保護）

第六十条　著作物を公衆に提供し、又は提示する者は、その著作物の著作者が存しな

くなった後においても、著作者が存しているとしたならばその著作者人格権の侵害

となるべき行為をしてはならない。ただし、その行為の性質及び程度、社会的事情

の変動その他によりその行為が当該著作者の意を害しないと認められる場合は、こ

の限りでない。

第六節　著作権の譲渡及び消滅

（著作権の譲渡）

第六十一条　著作権は、その全部又は一部を譲渡することができる。

2 著作権を譲渡する契約において、第二十七条又は第二十八条に規定する権利が

譲渡の目的として特掲されていないときは、これらの権利は、譲渡した者に留保

されたものと推定する。

第七節　権利の行使

（著作物の利用の許諾）

第六十三条　著作権者は、他人に対し、その著作物の利用を許諾することができる。
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2 前項の許諾を得た者は、その許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において、

その許諾に係る著作物を利用することができる。

3 第一項の許諾に係る著作物を利用する権利は、著作権者の承諾を得ない限り、

譲渡することができない。

4 著作物の放送又は有線放送についての第一項の許諾は、契約に別段の定めがな

い限り、当該著作物の録音又は録画の許諾を含まないものとする。

5 著作物の送信可能化について第一項の許諾を得た者が、その許諾に係る利用方

法及び条件（送信可能化の回数又は送信可能化に用いる自動公衆送信装置に係る

ものを除く。）の範囲内において反復して又は他の自動公衆送信装置を用いて行う

当該著作物の送信可能化については、第二十三条第一項の規定は、適用しない。

（共同著作物の著作者人格権の行使）

第六十四条　共同著作物の著作者人格権は、著作者全員の合意によらなければ、行使

することができない。

2 共同著作物の各著作者は、信義に反して前項の合意の成立を妨げることができ

ない。

3 共同著作物の著作者は、そのうちからその著作者人格権を代表して行使する者

を定めることができる。

4 前項の権利を代表して行使する者の代表権に加えられた制限は、善意の第三者

に対抗することができない。

（共有著作権の行使）

第六十五条　共同著作物の著作権その他共有に係る著作権（以下この条において「共

有著作権」という。）については、各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、

その持分を譲渡し、又は質権の目的とすることができない。

2 共有著作権は、その共有者全員の合意によらなければ、行使することができな

い。

3 前二項の場合において、各共有者は、正当な理由がない限り、第一項の同意を

拒み、又は前項の合意の成立を妨げることができない。

4 前条第三項及び第四項の規定は、共有著作権の行使について準用する。

第八節　裁定による著作物の利用

（著作権者不明等の場合における著作物の利用）

第六十七条　公表された著作物又は相当期間にわたり公衆に提供され、若しくは提示

されている事実が明らかである著作物は、著作権者の不明その他の理由により相当

な努力を払ってもその著作権者と連絡することができないときは、文化庁長官の裁

定を受け、かつ、通常の使用料の額に相当するものとして文化庁長官が定める額の
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補償金を著作権者のために供託して、その裁定に係る利用方法により利用すること

ができる。

2 前項の規定により作成した著作物の複製物には、同項の裁定に係る複製物であ

る旨及びその裁定のあつた年月日を表示しなければならない。

第十節　登録

（実名の登録）

第七十五条　無名又は変名で公表された著作物の著作者は、現にその著作権を有する

かどうかにかかわらず、その著作物についてその実名の登録を受けることができる

2 著作者は、その遺言で指定する者により、死後において前項の登録を受けるこ

とができる。

3 実名の登録がされている者は、当該登録に係る著作物の著作者と推定する。

（第一発行年月日等の登録）

第七十六条　著作権者又は無名若しくは変名の著作物の発行者は、その著作物につい

て第一発行年月日の登録又は第一公表年月日の登録を受けることができる。

2 第一発行年月日の登録又は第一公表年月日の登録がされている著作物について

は、これらの登録に係る年月日において最初の発行又は最初の公表があつたもの

と推定する。

（創作年月日の登録）

第七十六条の二　プログラムの著作物の著作者は、その著作物について創作年月日の

登録を受けることができる。ただし、その著作物の創作後六月を経過した場合は、

この限りでない。

2 前項の登録がされている著作物については、その登録に係る年月日において創

作があつたものと推定する。

（著作権の登録）

第七十七条　次に掲げる事項は、登録しなければ、第三者に対抗することができない

一　著作権の移転（相続その他の一般承継によるものを除く。次号において同じ。）

又は処分の制限

二　著作権を目的とする質権の設定、移転、変更若しくは消滅（混同又は著作権若

しくは担保する債権の消滅によるものを除く。）又は処分の制限

（登録手続等）

第七十八条　第七十五条第一項、第七十六条第一項、第七十六条の二第一項又は前条

の登録は、文化庁長官が著作権登録原簿に記載して行う。

（プログラムの著作物の登録に関する特例）

第七十八条の二　プログラムの著作物に係る登録については、この節の規定によるほ
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か、別に法律で定めるところによる。

第三章　出版権

（出版権の設定）

第七十九条　第二十一条に規定する権利を有する者（以下この章において「複製権者」

という。）は、その著作物を文書又は図画として出版することを引き受ける者に対

し、出版権を設定することができる。

2 複製権者は、その複製権を目的とする質権が設定されているときは、当該質権

を有する者の承諾を得た場合に限り、出版権を設定することができるものとする

第四節　放送事業者の権利

（複製権）

第九十八条　放送事業者は、その放送又はこれを受信して行なう有線放送を受信して、

その放送に係る音又は影像を録音し、録画し、又は写真その他これに類似する方法

により複製する権利を専有する。

第七章　権利侵害

（平四法一〇六・旧第六章繰下）

（差止請求権）

第百十二条　著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、その著作者

人格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著作隣接権を侵害する者又は侵害する

おそれがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。

2 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、前項の規定による

請求をするに際し、侵害の行為を組成した物、侵害の行為によって作成された物

又は専ら侵害の行為に供された機械若しくは器具の廃棄その他の侵害の停止又は

予防に必要な措置を請求することができる。

（侵害とみなす行為）

第百十三条　次に掲げる行為は、当該著作者人格権、著作権、出版権、実演家人格権

又は著作隣接権を侵害する行為とみなす。

一　国内において頒布する目的をもって、輸入の時において国内で作成したとした

ならば著作者人格権、著作権、出版権又は著作隣接権の侵害となるべき行為に

よって作成された物を輸入する行為

二　著作者人格権、著作権、出版権又は著作隣接権を侵害する行為によって作成さ

れた物（前号の輸入に係る物を含む。）を情を知って頒布し、又は頒布の目的

をもって所持する行為

2 プログラムの著作物の著作権を侵害する行為によって作成された複製物（当該

複製物の所有者によって第四十七条の二第一項の規定により作成された複製物並
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びに前項第一号の輸入に係るプログラムの著作物の複製物及び当該複製物の所有

者によって同条第一項の規定により作成された複製物を含む。）を業務上電子計算

機において使用する行為は、これらの複製物を使用する権原を取得した時に情を

知っていた場合に限り、当該著作権を侵害する行為とみなす。

（損害の額の推定等）

第百十四条　著作権者、出版権者又は著作隣接権者（以下この項において「著作権者

等」という。）が故意又は過失により自己の著作権、出版権又は著作隣接権を侵害

した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、そ

の者がその侵害の行為によって作成された物を譲渡し、又はその侵害の行為を組成

する公衆送信（自動公衆送信の場合にあっては、送信可能化を含む。）を行ったと

きは、その譲渡した物の数量又はその公衆送信が公衆によって受信されることによ

り作成された著作物若しくは実演等の複製物（以下この項において「受信複製物」

という。）の数量（以下この項において「譲渡等数量」という。）に、著作権者等が

その侵害の行為がなければ販売することができた物（受信複製物を含む。）の単位

数量当たりの利益の額を乗じて得た額を、著作権者等の当該物に係る販売その他の

行為を行う能力に応じた額を超えない限度において、著作権者等が受けた損害の額

とすることができる。ただし、譲渡等数量の全部又は一部に相当する数量を著作権

者等が販売することができないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量

に応じた額を控除するものとする。

2 著作権者、出版権者又は著作隣接権者が故意又は過失によりその著作権、出版

権又は著作隣接権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を

請求する場合において、その者がその侵害の行為により利益を受けているときは、

その利益の額は、当該著作権者、出版権者又は著作隣接権者が受けた損害の額と

推定する。

3 著作権者又は著作隣接権者は、故意又は過失によりその著作権又は著作隣接権

を侵害した者に対し、その著作権又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の

額に相当する額を自己が受けた損害の額として、その賠償を請求することができ

る。

4 前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨げない。こ

の場合において、著作権又は著作隣接権を侵害した者に故意又は重大な過失がな

かつたときは、裁判所は、損害の賠償の額を定めるについて、これを参酌するこ

とができる。

（相当な損害額の認定）

第百十四条の五　著作権、出版権又は著作隣接権の侵害に係る訴訟において、損害が

生じたことが認められる場合において、損害額を立証するために必要な事実を立証
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することが当該事実の性質上極めて困難であるときは、裁判所は、口頭弁論の全趣

旨及び証拠調べの結果に基づき、相当な損害額を認定することができる。

（名誉回復等の措置）

第百十五条　著作者は、故意又は過失によりその著作者人格権を侵害した者に対し、

損害の賠償に代えて、又は損害の賠償とともに、著作者であることを確保し、又は

訂正その他著作者の名誉若しくは声望を回復するために適当な措置を請求すること

ができる。

第八章　罰則

第百十九条　次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百万円

以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一　著作者人格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著作隣接権を侵害した者

（第三十条第一項（第百二条第一項において準用する場合を含む。）に定める私

的使用の目的をもって自ら著作物若しくは実演等の複製を行った者、第百十三

条第三項の規定により著作者人格権、著作権、実演家人格権若しくは著作隣接

権（同条第四項の規定により著作隣接権とみなされる権利を含む。第百二十条

の二第三号において同じ。）を侵害する行為とみなされる行為を行った者又は

第　百十三条第五項の規定により著作権若しくは著作隣接権を侵害する行為と

みなされる行為を行った者を除く。）

二　営利を目的として、第三十条第一項第一号に規定する自動複製機器を著作権、

出版権又は著作隣接権の侵害となる著作物又は実演等の複製に使用させた者

第百二十二条　第四十八条又は第百二条第二項の規定に違反した者は、五十万円以下

の罰金に処する。

第百二十三条　第百十九条、第百二十条の二第三号及び第四号、第百二十一条の二並

びに前条の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。

2 無名又は変名の著作物の発行者は、その著作物に係る前項の罪について告訴を

することができる。ただし、第百十八条第一項ただし書に規定する場合及び当該

告訴が著作者の明示した意思に反する場合は、この限りでない。
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お願い

今後、能力開発研究センターがより良い調査・研究を行うために、本書のご活用目的等に関して、

以下の項目のご報告を賜りますようご協力をお願い申し上げます。

ご報告は、下記フォーマットで、郵送又はFAX（042-763-9048）でお願い致します。（ホームページ

上からの受付も検討中）

ご連絡用フォーマット

項　目 記　入　欄

１）使用目的

２）使用年月日

３）使用形態（紙のみ、OHP使用等）

４）使用者（所属、役職、氏名）

５）連絡先（住所、電話番号等）

６）本書を複製した場合、複製箇所、
複製部数、複製形態（紙、OHP等）

７）本書に対するご意見、ご要望

その他、お問い合わせは能力開発研究センター普及促進室（042-763-9046）にご連絡下さい。
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